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利 用 者 の た め に 

 

 

１ 調査（統計）の目的 

主要家畜（乳用牛及び肉用牛並びに豚、採卵鶏及びブロイラー）に関する規模別・飼養

状態（経営タイプ）別飼養戸数、飼養頭羽数等を把握し、我が国の畜産生産の現況を明ら

かにするとともに、畜産行政推進のための基礎資料を整備することを目的とする。 

 

２ 調査の根拠法令 

豚、採卵鶏及びブロイラー調査は、統計法（平成 19 年法律第 53 条）第 19 条第１項の

規定に基づく総務大臣の承認を受けた一般統計調査である。 

乳用牛及び肉用牛については、牛個体識別全国データベース（牛の個体識別のための

情報の管理及び伝達に関する特別措置法（平成 15 年法律第 72 号）第３条第１項の規定に

より作成された牛個体識別台帳に記載された事項及びその他関連する記載事項をデータベ

ースとしたもの。以下「個体データ」という。）等の情報により集計する加工統計であ

り、統計法に基づく統計調査には該当しない。 

 

３ 調査機構 

豚、採卵鶏及びブロイラー調査は、農林水産省大臣官房統計部（以下「大臣官房統計

部」という。）及び地方組織（地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局

の農林水産センター）を通じて実施した。 

乳用牛及び肉用牛についての集計は、大臣官房統計部において実施した。 

 

４ 調査の体系 

 

注：ブロイラーの出荷羽数は、令和４年２月２日から令和５年２月１日の１年間とした。 

　個体データ等の行政記録情報及び関係統計を用いた加工統計
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５ 調査（集計）の対象 

(1) 乳用牛及び肉用牛 

ア 個体データ 

（独）家畜改良センターに対して、独立行政法人家畜改良センター牛個体識別全

国データベース利用規程に基づき、利用請求し入手した個体データを活用した。 

 

イ （一社）家畜改良事業団が集計分析した乳用牛群能力検定成績（以下「検定デー

タ」という。） 

（一社）家畜改良事業団のホームページから入手した令和３年度の検定データの

「推定新生子牛早期死亡率」並びに分娩間隔及び乾乳日数により算出した「搾乳日

数割合と乾乳日数割合」を活用した。 

 

ウ 農林業センサス 

2015 年農林業センサスの農林業経営体のうち、乳用牛を飼養している経営体及び

肉用牛を飼養している経営体について、飼料用米、ホールクロップサイレージ用

稲、飼料用作物及び牧草専用地の作付面積を集計し活用した。 

 

エ 作物統計調査 

平成 26 年産から平成 30 年産まで及び令和４年産の作物統計調査により公表して

いる飼料作物作付面積を活用した。 

 

オ 畜産統計調査（過去データ） 

(ｱ) 畜産統計調査の結果として公表している乳用牛飼養者及び肉用牛飼養者の飼料

作物作付実面積の平成 27 年から平成 31 年までの５か年の平均（全国、北海道、

都府県）を活用した。 

(ｲ) 肉用牛の肉用種の飼養目的別飼養頭数（子取り用めす牛、肥育用牛及び育成

牛）の平成 27 年から平成 31 年までの５か年の平均（都道府県別）を活用した。 

注： 肉用牛の肉用種の飼養目的別飼養頭数についての調査は平成 31 年をもって廃

止した。 

 

(2) 豚、採卵鶏及びブロイラー 

全国の豚の飼養者、採卵鶏の飼養者（成鶏めすの飼養羽数が 1,000 羽以上の者（ひ

なのみ及び種鶏のみで、それぞれ 1,000 羽以上飼養する者を含む。））及びブロイラ

ーの飼養者（ブロイラーの年間出荷羽数が 3,000 羽以上の者。）とした。 

なお、飼養者が複数の畜種を飼養している場合は、それぞれの畜種別に調査の対象

とした。 

また、複数の飼養地（畜舎）を持ち、個々に要員を配置して飼養を行っている場合

はそれぞれの飼養地（畜舎）を１飼養者とし、同一飼養者が市区町村をまたいで複数

の畜舎を持っている場合、畜舎が所在する市区町村ごとに１飼養者とした。 

ここでいう飼養者とは、家畜を飼養する全ての者（個人又は法人）のことであり、
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学校、試験場等の非営利的な飼養者を含む。 

 

６ 調査対象者の選定（豚、採卵鶏及びブロイラー） 

(1) 設計単位 

標本設計は、都道府県別に行った。 

(2) 階層の設定 

2020 年農林業センサス（農林業経営体調査）の結果及び令和４年畜産統計調査に

おいて整備した母集団を基に作成したリストを母集団情報として、都道府県別に次の

とおり階層分けを行った。 

ア 性格階層の設定 

飼養者の性格の違い（営利又は非営利的飼養者）を考慮し、飼養者を「特殊飼養

者階層」（以下「特殊階層」という。）及び「一般飼養者階層」（以下「一般階

層」という。）に区分した。 

(ｱ) 特殊階層（非営利） 

学校、試験場、公共団体、農業協同組合などの非営利的な飼養者は、一般の

飼養者と性格を異にするので特殊階層として区分した。 

なお、特殊階層は層内分散が大きいことから、全数調査とした。 

(ｲ) 一般階層（営利） 

特殊階層以外の全ての飼養者は、一般階層に区分した。 

一般階層は原則標本調査とした。ただし、母集団の大きさがかなり小さく標

本調査による調査対象数の効率化等の効果が期待できない都道府県について

は、全数調査を行うこととした。また、最大の規模階層に属する飼養者につい

ても全数調査を行うこととした。 

なお、飼養頭羽数による規模別階層区分については、全国一律に設定した。 

a 豚調査については、経営タイプによりその飼養形態及び飼養頭数規模が大

きく異なることがあるため、豚（肥育・一貫）（肥育豚がいる飼養者）及び

豚（子取り）（肥育豚がいない飼養者）の２つの経営タイプに区分した上

で、飼養頭数規模による階層分けを行い、階層別に任意系統抽出法により調

査対象者を選定した。 

なお、豚（子取り）階層については、母集団の大きさがかなり小さく標本

調査による調査対象数の効率化等の効果が期待できないことから、全数調査

を行った。 

また、豚（子取り）階層のうち種豚及び肥育用のもと豚（子豚）のみを飼

養する飼養者については、他の飼養者と飼養形態が異なることから、単独の

階層として「子取り用めす豚なし階層」を設定した。 
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＜豚の飼養頭数規模別の階層区分＞ 
区 分 階層区分 

豚 （ 肥

育・ 

一貫） 
特殊階層 

一般階層 

肥育豚飼養頭数規模 

1～99 頭 100～299 300～499 500～999 
1,000～

1,999 

2,000～

2,999 

3,000 頭 

以上 

全数調査 

階層 
標本抽出階層 

全数調査 

階層 

豚（子取

り） 
特殊階層 

一般階層 

子取り用 

めす豚なし 

階層 

子取り用めす豚飼養頭数規模 

1～9 頭 10～29 30～49 50～99 100～199 200 頭以上 

全数調査階層 

 

b 採卵鶏調査については、飼養羽数規模による階層分けを行い、階層別に任

意系統抽出法により調査対象者を選定した。 

なお、種鶏・ひなのみ飼養者からなる階層を「種鶏・ひなのみ階層」とし

て設定し、この階層については、母集団の大きさがかなり小さく標本調査に

よる調査対象数の効率化等の効果が期待できないことから、全数調査を行っ

た。 

＜採卵鶏の飼養羽数規模別の階層区分＞ 
区 分 階層区分 

採卵鶏 特殊階層 一般階層 

種鶏・ひな 

のみ階層 

成鶏めす飼養羽数規模 

1,000 

～9,999 羽 

10,000 

～49,999 

50,000 

 ～99,999 

100,000 

 ～499,999 
500,000 羽以上 

全数調査 

階層 

全数調査 

階層 
標本抽出階層 全数調査階層 

 

c ブロイラー調査については、出荷羽数規模による階層分けを行い、階層別

に任意系統抽出法により調査対象者を選定した。 

＜ブロイラーの出荷羽数規模別の階層区分＞ 
区 分 階層区分 

ブロイラ

ー 

特殊階層 一般階層 

出荷羽数規模 

3,000 

 ～99,999 羽 

100,000 

 ～199,999 

200,000 

 ～299,999 

300,000 

 ～499,999 
500,000 羽以上 

全数調査 

階層 
標本抽出階層 全数調査階層 
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(2) 調査対象者数等 

畜種別の調査対象者数等は、次のとおりである。 

 

 

母集団の大きさ 

① 

調査対象者数 

② 

有効回答数 

③ 

有効回答率 

④＝③/② 

 

豚 

            戸 

       3,579 

            戸 

       2,164 

            戸 

1,792 

            ％ 

82.8    

採 卵 鶏        1,885        1,209 1,077    89.1    

ブロイラー        2,202        1,017 856    84.2    

注：１ 「母集団の大きさ」欄の数値は、2020年農林業センサス（農林業経営体）の結果及び令和４年畜産統

計調査において整備した母集団を基に作成したリストの飼養者数である。 

注：２ 有効回答数とは集計に用いた調査対象者の数であり、回収はされたが集計対象としての要件を満たさ

なかった者は含まれていない。 

 

７ 調査（集計）期日及び調査実施時期 

(1) 調査（集計）期日 

ア 乳用牛及び肉用牛 

令和５年２月１日現在。 

ただし、乳用牛の月別経産牛頭数については、令和４年３月から令和５年２月ま

での各月の１日現在における飼養頭数とした。 

また、乳用牛（乳用種めす）の月別出生頭数については、令和４年２月から令和

５年１月までの各月の出生頭数とした。 

なお、個体データの登録状況により、１月の出生頭数や１歳未満の飼養頭数が前

月（前年）と比べて増減する場合がある。 

イ 豚、採卵鶏及びブロイラー 

令和５年２月１日現在。 

ただし、ブロイラーの出荷羽数は令和４年２月２日から令和５年２月１日までの

１年間とした。 

 

(2) 調査実施時期（豚、採卵鶏及びブロイラー） 

調査票の配布：令和５年１月中旬 

調査票の回収：２月末日まで 

ただし、高病原性鳥インフルエンザが発生した地域においては、防疫措置対応のた

め報告が困難となることから、報告が可能になった段階で、順次、調査を実施した。 

 

８ 調査（集計）事項 

(1) 乳用牛及び肉用牛 

上記５（１）に掲げる個体データ、検定データ、農林業センサス、作物統計調査及

び畜産統計調査（過去データ）の情報により次の事項について集計した。 

ア 乳用牛 

(ｱ) 全国農業地域・都道府県別 

a 飼養戸数・頭数 
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b 成畜飼養頭数規模別の飼養戸数 

c 成畜飼養頭数規模別の飼養頭数 

d 成畜飼養頭数規模別の成畜飼養頭数 

e 年齢別飼養頭数 

f 月別経産牛頭数 

g 月別出生頭数（乳用種めす） 

(ｲ) 乳用牛飼養者の飼料作物作付実面積（全国、北海道、都府県） 

イ 肉用牛 

(ｱ) 全国農業地域・都道府県別 

a 飼養戸数・頭数 

b 総飼養頭数規模別の飼養戸数 

c 総飼養頭数規模別の飼養頭数 

d 子取り用めす牛飼養頭数規模別の飼養戸数 

e 子取り用めす牛飼養頭数規模別の飼養頭数 

f 肉用種の肥育用牛飼養頭数規模別の飼養戸数 

g 肉用種の肥育用牛飼養頭数規模別の飼養頭数 

h 乳用種飼養頭数規模別の飼養戸数 

i 乳用種飼養頭数規模別の飼養頭数 

j 肉用種の肥育用牛及び乳用種飼養頭数規模別の飼養戸数 

k 肉用種の肥育用牛及び乳用種飼養頭数規模別の飼養頭数 

l 交雑種飼養頭数規模別の飼養戸数 

m 交雑種飼養頭数規模別の交雑種飼養頭数 

n ホルスタイン種他飼養頭数規模別の飼養戸数 

o ホルスタイン種他飼養頭数規模別のホルスタイン種他飼養頭数 

p 飼養状態別飼養戸数 

q 飼養状態別飼養頭数 

(ｲ) 肉用牛飼養者の飼料作物作付実面積（全国、北海道、都府県） 

(ｳ) 全国農業地域別・飼養頭数規模別 

a 飼養状態別飼養戸数（子取り用めす牛飼養頭数規模別） 

b 飼養状態別飼養頭数（子取り用めす牛飼養頭数規模別） 

c 飼養状態別飼養戸数（肉用種の肥育用牛飼養頭数規模別） 

d 飼養状態別飼養頭数（肉用種の肥育用牛飼養頭数規模別） 

e 飼養状態別飼養戸数（乳用種飼養頭数規模別） 

f 飼養状態別飼養頭数（乳用種飼養頭数規模別） 

g 飼養状態別飼養戸数（肉用種の肥育用牛及び乳用種飼養頭数規模別） 

h 飼養状態別飼養頭数（肉用種の肥育用牛及び乳用種飼養頭数規模別） 

i 飼養状態別飼養戸数（交雑種飼養頭数規模別） 

j 飼養状態別交雑種飼養頭数（交雑種飼養頭数規模別） 

k 飼養状態別飼養戸数（ホルスタイン種他飼養頭数規模別） 

l 飼養状態別ホルスタイン種他飼養頭数（ホルスタイン種他飼養頭数規模別） 



7 
 

 

(2) 豚、採卵鶏及びブロイラー 

 次の事項について調査した。 

ア 豚 調 査 … 飼養頭数、経営タイプ及び経営組織 

イ 採 卵 鶏 調 査 … 飼養羽数 

ウ ブロイラー調査 … 出荷羽数及び飼養羽数 

 

９ 調査方法（豚、採卵鶏及びブロイラー） 

報告者に対して調査票を郵送により配布・回収する自計調査の方法により行った。た

だし、報告者の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンライン調査システ

ムにより回収する自計調査の方法も可能とした。 

 

10 集計方法 

集計は、次のとおり大臣官房統計部生産流通消費統計課において行った。 

(1) 乳用牛及び肉用牛 

次の方法により都道府県別の値を集計し、当該都道府県別の値の積み上げにより全

国計を集計した。 

ア 飼養戸数 

飼養戸数は、個体データに登録されている飼養者ごとの飼養形態（乳牛・肉牛・

複合。以下、「飼養形態」という。）を集計した。 

具体的には、飼養形態別コードが乳牛又は複合の者を乳用牛飼養者、飼養形態別

コードが肉牛又は複合の者を肉用牛飼養者として集計した。 

ただし、飼養形態が乳用牛飼養者であっても個体データに乳用牛の頭数登録がな

い飼養者及び飼養形態が肉用牛飼養者であっても個体データに肉用牛の頭数登録が

ない飼養者は、飼養戸数に含めていない。 
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イ 飼養頭数 

＜飼養頭数の集計項目＞ 

 

 

(ｱ) 乳用牛 

a 乳用牛全体 

個体データの乳用種めすの飼養頭数（Ｅ）から肉用目的に育成・肥育中の乳

用種めすの飼養頭数（Ｉ）を差し引いて集計した。 

なお、肉用目的に育成・肥育中の乳用種めすの飼養頭数（Ｉ）については、

個体データの飼養者ごとの牛の種類・年齢別情報による、乳用種めすのうち３

歳未満の牛のみを飼養し、かつ、牛の飼養頭数に占める肉用種、乳用種おす及

び交雑種の飼養頭数割合が８割以上の飼養者の乳用種めすの飼養頭数とした

（以下同じ。）。 

b 成畜（２歳以上） 

この項目には、２歳以上の乳用種めすのほか、経産牛については２歳未満で

あっても計上した。このため、個体データの２歳以上の乳用種めすの飼養頭数

に、個体データに母牛個体識別情報が登録されている２歳未満の乳用種めすの

①

経産牛 ②

　搾乳牛 ③

　乾乳牛 ④

未経産牛 ⑤

⑥

Ｆ

 肥育用牛 ⑧

 育成牛 ⑨

Ｄ

： Ａ～Ｉ

： ①～⑥

： ⑦～⑨

個体データにより算出する項目

個体データ及び検定データにより算出する項
目

個体データ及び畜産統計調査の過去データに
より算出する項目

肉

用

種

　
Ｃ

め
す
Ｇ

 子取り用めす牛 ⑦

お
す
Ｈ

交 雑 種

飼

養

総

頭

数

　
Ａ

乳

用

種

　
Ｂ

め

す

　
Ｅ

成畜（２歳以上）

乳用牛
（①＋
⑥）

子畜（２歳未満の未経産牛）

 乳用種のめす牛
（ホルスタイン種他めす）

Ｉ

お す

肉用牛
（Ｉ＋Ｆ
＋⑦＋⑧
＋⑨＋
Ｄ）
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飼養頭数を加えて集計した。 

さらに、個体データに登録されていない生後１週間内に死亡した子牛を生ん

だ母牛の飼養頭数を、検定データの「推定新生子牛早期死亡率」を用いて推計

し、その飼養頭数も加えて集計した。 

(a) 経産牛 

個体データの乳用種めすの母牛個体識別情報を用いて出産経験のある乳用

種めすの飼養頭数を集計した。 

さらに、個体データに登録されていない生後１週間内に死亡した子牛を生

んだ母牛の飼養頭数を、検定データの「推定新生子牛早期死亡率」を用いて

推計し、その飼養頭数を加えて集計した。 

① 搾乳牛 

経産牛頭数から乾乳牛の飼養頭数を差し引いて集計した。 

② 乾乳牛 

検定データの分べん間隔（日数）から搾乳日数を引いた日数を分べん間

隔（日数）で除して乾乳日数割合を算出し、この乾乳日数割合を経産牛頭

数に乗じて集計した。 

(b) 未経産牛 

成畜（２歳以上）飼養頭数から経産牛頭数を差し引いて集計した。 

c 子畜（２歳未満の未経産牛） 

乳用牛の飼養頭数から成畜（２歳以上）飼養頭数を差し引いて集計した。 

(ｲ) 肉用牛 

a 肉用牛全体 

個体データの肉用種（Ｃ）、乳用種おす（Ｆ）及び交雑種（Ｄ）の飼養頭数

に、肉用目的に育成・肥育中の乳用種めす（Ｉ）の飼養頭数を加えて集計し

た。 

b 肉用種 

個体データの肉用種の飼養頭数を集計した。 

(a) 種別 

① 黒毛和種 

個体データの黒毛和種の飼養頭数を集計した。 

② 褐毛和種 

個体データの褐毛和種の飼養頭数を集計した。 

③ その他 

個体データの無角和種、日本短角種等の和牛のほか、外国牛の肉専用種

及び肉用種の雑種の飼養頭数を集計した。 

(b) 飼養目的別 

① 子取り用めす牛 

個体データの出産経験のある肉用種めすの飼養頭数に、個体データでは

把握できない子取り用めす牛（候補牛）の飼養頭数の推定値を加えて集計

した。 
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個体データでは把握できない子取り用めす牛（候補牛）の飼養頭数の推

計方法については、次のⅰからⅴまでの手順による。 

ⅰ 畜産統計調査（過去データ）を用いて次の(ⅰ)から(ⅲ)までの飼養頭

数を集計した。 

(ⅰ) 畜産統計調査の子取り用めす牛飼養頭数から個体データの出産

経験のある肉用種めすの飼養頭数を差し引いた飼養頭数 

(ⅱ) 畜産統計調査の肥育用牛飼養頭数から個体データの１歳以上の

肉用種おすの飼養頭数を差し引いた飼養頭数 

(ⅲ) 畜産統計調査の育成牛の飼養頭数 

ⅱ ⅰ(ⅰ)から(ⅲ)までの飼養頭数を合算して、個体データでは把握でき

ない飼養頭数を算出した。 

ⅲ ⅰ(ⅰ)の飼養頭数をⅱの飼養頭数で除して「子取り用めす牛（候補

牛）の飼養頭数割合」を算出した。 

ⅳ 個体データを用いて、肉用種の飼養頭数から出産経験のある肉用種め

すの飼養頭数及び１歳以上の肉用種おすの飼養頭数を差し引いて、個体

データでは把握できない飼養頭数を算出した。 

ⅴ ⅳの飼養頭数にⅲの割合を乗じて「個体データでは把握できない子取

り用めす牛（候補牛）の飼養頭数」を推計した。 

② 子取り用めす牛のうち、出産経験のある牛 

個体データに登録されている母牛個体識別情報と肉用種めすの個体識別

番号を照合させ、照合した飼養頭数を集計した。 

③ 肥育用牛 

個体データの１歳以上の肉用種おすの飼養頭数に、個体データでは把握

できない１歳以上の肉用種おす以外の肥育用牛の飼養頭数を加えて集計し

た。 

個体データでは把握できない１歳以上の肉用種おす以外の肥育用牛飼養

頭数の推計方法は、次のⅰからⅴまでの手順による。 

ⅰ 畜産統計調査（過去データ）を用いて次の(ⅰ)から(ⅲ)までの飼養頭

数を集計した。 

(ⅰ) 畜産統計調査の子取り用めす牛飼養頭数から個体データの出産

経験のある肉用種めすの飼養頭数を差し引いた飼養頭数 

(ⅱ) 畜産統計調査の肥育用牛飼養頭数から個体データの１歳以上の

肉用種おすの飼養頭数を差し引いた飼養頭数 

(ⅲ) 畜産統計調査の育成牛の飼養頭数 

ⅱ ⅰ(ⅰ)から(ⅲ)までの飼養頭数を合算して、個体データでは把握でき

ない飼養頭数を算出した。 

ⅲ ⅰ(ⅱ)の飼養頭数をⅱの飼養頭数で除して「１歳以上の肉用種おす以

外の肥育用牛飼養頭数割合」を算出した。 

ⅳ 個体データを用いて、肉用種の飼養頭数から出産経験のある肉用種め

すの飼養頭数及び１歳以上の肉用種おすの飼養頭数を差し引いて、個体
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データでは把握できない飼養頭数を算出した。 

ⅴ ⅳの飼養頭数にⅲの割合を乗じて「個体データでは把握できない１歳

以上の肉用種おす以外の肥育用牛飼養頭数」を推計した。 

④ 育成牛 

個体データの肉用種の飼養頭数から①で算出した子取り用めす牛及び③

で算出した肥育用牛の飼養頭数を差し引いて飼養頭数を推計した。 

c 乳用種 

個体データの乳用種おす及び交雑種の飼養頭数に、肉用目的に育成・肥育中

の乳用種めすの飼養頭数を加えて集計した。 

(a) ホルスタイン種他 

個体データの乳用種おすの飼養頭数に、肉用目的に育成・肥育中の乳用種

めすの飼養頭数を加えて集計した。 

(b) 交雑種 

個体データの交雑種の飼養頭数を集計した。 

ウ 乳用種めすの出生頭数 

個体データの出生頭数を用いて集計した。 

エ 肉用牛の飼養状態別 

肉用牛飼養者の飼養状況は、個体データの情報を活用し、次の(ｱ)a から d まで及

び(ｲ)a から c までの飼養状態別に区分した。 

(ｱ) 肉用種飼養 

肉用牛飼養者において、牛の飼養頭数に占める肉用種の割合が５割以上の飼養

状態をいい、次に掲げるとおり細分化した。 

a 子牛生産 

出産経験のある肉用種めすを飼っていて、１歳以上の肉用種おす又は１歳以

上の出産経験のない肉用種めすを飼っていない飼養状態をいう。 

b 肥育用牛飼養 

１歳以上の肉用種おす又は１歳以上の出産経験のない肉用種めすを飼ってい

て、出産経験のある肉用種めすを飼っていない飼養状態をいう。 

c 育成牛飼養 

１歳未満の肉用種おす又は１歳未満の肉用種めすを飼っていて、出産経験の

ある肉用種めす、１歳以上の肉用種おす又は１歳以上の肉用種めすを飼ってい

ない飼養状態をいう。 

d その他の飼養 

肉用種の子牛生産、肥育用牛飼養及び育成牛飼養以外の飼養状態をいう。 

(ｲ) 乳用種飼養 

肉用牛飼養者において、牛の飼養頭数に占める肉用種の割合が５割未満の飼養

状態をいい、次に掲げるとおり細分化した。 

a 育成牛飼養 

８か月未満の乳用種おす又は８か月未満の乳用種めすを飼っていて、８か月

以上の乳用種おす又は８か月以上の乳用種めすを飼っていない飼養状態をい
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う。 

b 肥育牛飼養 

８か月以上の乳用種おす又は８か月以上の乳用種めすを飼っていて、８か月

未満の乳用種おす又は８か月未満の乳用種めすを飼っていない飼養状態をい

う。 

c その他の飼養 

乳用種の育成牛飼養及び肥育牛飼養以外の飼養状態をいう。 

オ 個体データに反映されていない牛の頭数の推定 

集計期日時点（２月１日現在）で入手する個体データは、飼養者からの登録遅れ等

の理由により個体データに反映されていない牛（以下、「未反映の牛」という。）が

存在する。そのため、個体データの月別出生頭数を用いて、未反映の牛の頭数を推定

した。 

なお、個体データの出生頭数は１年後には概ね登録が完了し、データベースに反映

されることから、未反映の牛の頭数について、集計年前年に出産された牛の個体デー

タを集計年前年と集計年に入手し、次の(ｱ)及び(ｲ)の手順により推定した。 

(ｱ) 乳用種おす・めす、肉用種おす・めす、交雑種おす・めすごとに月別出生頭数

の同年同月比較を行い、月別の個体データ未反映の牛の頭数割合を算出した。 

(ｲ)  (ｱ)で得られた割合を集計年に入手した個体データの月別出生頭数に乗じて、

個体データ未反映の牛の頭数を推定した。 

カ 飼料作物作付実面積 

(ｱ) 乳用牛飼養者の飼料作物作付実面積 

作物統計調査の飼料作物作付面積のデータ、農林業センサスの農林業経営体調

査の調査票情報及び畜産統計調査（過去データ）を用いて北海道及び都府県別に

推計した。 

なお、具体的な推計方法は、次の a から c までの手順による。 

a 作物統計調査の平成 26 年産から平成 30 年産までの飼料作物作付面積に、

2015 年農林業センサスの飼料作物作付面積に占める乳用牛経営体の作付面積割

合をそれぞれ乗じ、これらの平均値を算出した。 

b 畜産統計調査の乳用牛飼養者の飼料作物作付実面積の平成 27 年から平成 31

年までの平均値を a で算出した平均値で除して補正率を算出した。 

c 作物統計調査の令和４年産の飼料作物作付面積に、2015 年農林業センサスの

飼料作物作付面積に占める乳用牛経営体の作付面積割合及び b で算出した補正

率を乗じて乳用牛飼養者の飼料作物作付実面積を推計した。 

(ｲ) 肉用牛飼養者の飼料作物作付実面積 

作物統計調査の飼料作物作付面積のデータ、農林業センサスの農林業経営体調

査の調査票情報及び畜産統計調査（過去データ）を用いて北海道及び都府県別に

推計した。 

なお、具体的な推計方法は、次の a から c までの手順による。 

a 作物統計調査の平成 26 年産から平成 30 年産までの飼料作物作付面積に、

2015 年農林業センサスの飼料作物作付面積に占める肉用牛経営体の作付面積割
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合をそれぞれ乗じ、これらの平均値を算出した。 

b 畜産統計調査の肉用牛飼養者の飼料作物作付実面積の平成 27 年から平成 31

年までの平均値を a で算出した平均値で除して補正率を算出した。 

c 作物統計調査の令和４年産の飼料作物作付面積に、2015 年農林業センサスの

飼料作物作付面積に占める肉用牛経営体の作付面積割合及び b で算出した補正

率を乗じて肉用牛飼養者の飼料作物作付実面積を推計した。 

 

(2) 豚、採卵鶏及びブロイラー 

ア 次の方法により都道府県別の値を推定し、当該都道府県別の値の積み上げにより

全国値を推定した。 

(ｱ) 標本調査を行った一般階層にあっては以下のイの推定式を用いて、戸数につい

ては階層ごとに単純推定、頭羽数については母集団情報の頭羽数の値（母集団リ

ストの整備の過程で把握した飼養者ごとの飼養頭羽数（出荷羽数））を補助変量

とする分離比推定により推定した値に、全数調査を行った階層の調査値の合計を

加えて算出した。 

なお、調査の結果、標本の調査対象者の階層区分が移動していた場合であって

も、標本の抽出時の階層区分を用いて推定を行った。 

ただし、母集団情報の飼養頭羽数に対して調査値が極端に大きく変動している

調査対象があった場合には、原則、当該調査対象をその属する階層の推定式から

除外し、調査値を単純に加算した。 

a 全数調査を行った階層において、調査不能（調査票未回収）が発生した場合

は、一般階層と同様の推定方式に切り替えて実施した。 

b 調査不能（調査票未回収）となった調査対象者は集計に用いないため推定の

対象外とした。 

c 調査対象者が飼養を中止していた場合は、飼養規模０頭又は０羽（飼養者と

してはカウントしない）とし、推定の対象に含めた。 

d 母集団リストの戸数（推定式のNi）及び母集団リストの頭羽数（推定式の

Tyi）には調査不能（調査票未回収）標本の分も含めた。 

e 階層において全ての標本が調査不能（調査票未回収）標本となった場合は、

母集団情報及び前年の畜産統計調査の結果を用いて欠測値の補完を行った。 

(ｲ) 特殊階層及び採卵鶏のうち種鶏は階層別の値には含めないが、全体の戸数、総

頭羽数には含めて集計した。 

イ 都道府県別の標本調査階層の推定式は次のとおりである。ただし、計算式の頭羽

数については、採卵鶏調査は飼養羽数を、ブロイラー調査は出荷羽数を適用した。 
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(ｱ)  飼養戸数（出荷戸数） 

 

 

 

(ｲ)  飼養頭羽数（出荷羽数） 

 

 

 

 

 

 

 

上記の計算式に用いた記号は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 実績精度（全国） 

 豚調査、採卵鶏調査及びブロイラー調査における総飼養頭数、総飼養羽数及び総出荷

羽数についての実績精度を標準誤差率（標準誤差の推定値÷総飼養頭数、総飼養羽数又

は総出荷羽数の推定値×100）により示すと、次のとおりである。 

調 査 名 項   目 標準誤差率 

豚 調 査 総飼養頭数 0.7％  

採 卵 鶏 調 査 総飼養羽数 0.9％  

ブロイラー調査 総出荷羽数 0.9％  

 

12 用語の定義・約束 
(1) 乳用牛及び肉用牛 

ア 乳用牛 

乳 用 牛 

 

 

 

 

搾乳を目的として飼養している牛及び将来搾乳牛に仕立てる

目的で飼養している子牛をいう。したがって、本統計の対象は

めすのみとし、交配するための同種のおすは除いた。 

乳用牛、肉用牛の区分は、品種区分ではなく、利用目的によ

ることとし、めすの未経産牛を肉用目的に肥育しているものは

L ：標本調査階層の階層の数

i ：階層を表す添字

j ：標本の調査対象者を表す添字

Ni ：第i階層の大きさ

ni ：第i階層の調査対象数

xij ：第i階層のj番目の調査対象者の調査値

yij ：第i階層のj番目の調査対象者のy（母集団情報の頭羽数）の値

M ：都道府県全体の飼養戸数又は出荷戸数の推定値

T ：都道府県全体のx（調査項目）の推定値

Tyi ：第i階層のy（母集団情報の頭羽数）の総計

‸
‸
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成 畜 

 

 

経 産 牛 

 

搾 乳 牛 

乾 乳 牛 

未 経 産 牛 

月別経産牛頭数 

 

出 生 頭 数 

肉用牛とした。 

ただし、搾乳の経験のある牛を肉用に肥育（例えば廃牛の肥

育）中のものは肉用牛とせず乳用牛とした。 

これは、と畜前の短期間の肥育が一般的であり、本来の肉用

牛の生産と性格を異にしていること、及び１頭の牛が乳用牛と

肉用牛に２度カウントされることを防ぐためである。 

満２歳以上の牛をいう。 

 ただし、２歳未満であっても既に分べんの経験のある牛は、

成畜に含めた。 

分べん経験のある牛をいい、搾乳牛と乾乳牛とに分けられ

る。 

経産牛のうち、搾乳中の牛をいう。 

経産牛のうち、搾乳していない牛をいう。 

出生してから、初めて分べんするまでの牛をいう。 

各月１日現在毎の、経産牛（搾乳牛・乾乳牛）の頭数をい

う。 

生きて生まれた子牛の頭数をいう。 

 

イ 肉用牛 

肉 用 牛 

 

 

 

 

 

肉用種の肥育

用牛 

 

 

 

 

肉用種の子取

り用めす牛 

肉用種の育成

牛 

乳 用 種 

 

ホルスタイ

ン種他 

交 雑 種 

肉用を目的として飼養している牛をいう（種おす、子取り用

めす牛を含む。）。 

肉用牛、乳用牛の区分は、品種区分ではなく、利用目的によ

ることとし、乳用種のおすばかりでなく、めすの未経産牛も肥

育を目的として飼養している場合は肉用牛とした。 

ただし、乳用牛の廃牛を肥育しても肉用牛には含めない。 

黒毛和種、褐毛（あか毛）和種、無角和種、日本短角種等の

和牛のほか、外国系統牛の肉専用種を肉牛として販売すること

を目的に飼養している牛（種おすを含む。）をいう。 

 なお、子取り用めす牛を除き、ほ乳・育成期間の牛において

は、もと牛として出荷する予定のものは含めないが、引き続き

自家で肥育する予定のものは含めた。 

子牛を生産することを目的として飼養している肉専用種のめ

す牛をいう。 

もと牛として出荷する予定の肉専用種の牛をいう。 

 

ホルスタイン種、ジャージー種等の乳用種のうち、肉用を目

的として飼養している牛をいう。 

交雑種を除く乳用種のおす牛及び未経産のめす牛をいう。 

 

乳用種のめす牛に和牛等の肉専用種のおす牛を交配し生産さ

れたＦ１牛・Ｆ１クロス牛をいう。 

 

ウ 乳用牛及び肉用牛共通 

飼料作物作付実

面積 

乳用牛又は肉用牛飼養者が、家畜の飼料にする目的で、飼料

作物（牧草を含む。）を作付けした田と畑の作付実面積をい

う。 

 

(2) 豚、採卵鶏及びブロイラー 
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ア 豚 

豚 

子取り用めす

豚 

 

種 お す 豚 

 

 

肥 育 豚 

 

 

そ の 他 

 

経 営 タ イ プ 

 

 

子 取 り 経 営 

 

肥 育 経 営 

 

一 貫 経 営 

 

経 営 組 織 

 

農 家 

 

 

会 社 

 

 

 

 

 

そ の 他 

 

肉用を目的として飼養している豚をいう。 

生後６か月以上で子豚を生産することを目的として飼養して

いるめす豚をいい、過去に種付けしたことのある豚及び近い将

来種付けすることが確定している豚をいう。 

生後６か月以上で種付けに供することを目的として飼養して

いるおす豚をいい、過去に種付けに供したことのある豚及び近

い将来種付けに供することが確定している豚をいう。 

自家で肥育して肉豚として販売することを目的として飼養し

ている豚をいい、肥育用のもと豚として販売するものは含めな

い。 

肥育豚、子取り用めす豚及び種おす豚以外の豚をいう。ま

た、肥育用のもと豚として販売する場合はここに含めた。 

調査時点における豚飼養者（学校、試験場等の非営利的な飼

養者を除く。以下同じ。）の主な経営形態によって、次の経営

タイプのいずれかに分類した。 

過去１年間に養豚による販売額の７割以上が子豚の販売によ

る経営をいう。 

子取り経営以外のもので、肥育用もと豚に占める自家生産子

豚の割合が７割未満の経営をいう。 

子取り経営以外のもので、肥育用もと豚に占める自家生産子

豚の割合が７割以上の経営をいう。 

 調査時点における豚飼養者の主な経営形態によって、次のい

ずれかに分類した。 

 調査期日現在で、経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯

又は経営耕地面積が10a未満であっても、調査期日前１年間に

おける農産物販売金額が15万円以上あった世帯をいう。 

 会社法（平成17年法律第86号）に定める株式会社（会社法施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87

号）に定める特例有限会社を含む。）、合資会社、合名会社又は

合同会社をいう。 

 ただし、１戸１法人（農家とみなす。）及び協業経営は除い

た。 

 協業経営の場合又は農業協同組合が経営している場合をい

う。 

 

イ 採卵鶏 

採 卵 鶏 

飼 養 羽 数 

 

成 鶏 

 

ひ な 

 

種 鶏 

鶏卵を生産することを目的として飼養している鶏をいう。 

 鶏卵を生産する目的で飼養している鶏の２月１日現在の羽数

をいう。 

ふ化後６か月齢以上のめすの鶏をいう。ただし、種鶏の成鶏

めすは除いた。 

ふ化後６か月齢未満のめすの鶏をいい、産卵しても６か月齢

未満の鶏はここに含めた。ただし、種鶏のひなは除いた。 

採卵用のひなの生産を目的として、種卵採取を行うための鶏

をいい、おすは含めた。 

 

ウ ブロイラー 

ブ ロ イ ラ ー 当初から「食用」に供する目的で飼養し、ふ化後３か月未満
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出 荷 羽 数 

 

 

 

飼 養 羽 数 

で肉用として出荷する鶏をいう。肉用目的で飼養している鶏で

あれば、「肉用種」「卵用種」の種類を問わないが、採卵鶏の

廃鶏は含めない。 

 なお、ふ化後３か月未満で肉用として出荷する鶏であれば、

地鶏及び銘柄鶏もここに含めた。 

この場合の「地鶏」とは特定ＪＡＳ規格の認定を受けた鶏

（ふ化後75日以上で出荷）を、「銘柄鶏」とは一般社団法人日

本食鳥協会の定義により出荷時に「銘柄鶏」の表示がされる鶏

をいう。 

 前年の２月２日から本年の２月１日までの１年間に出荷した

羽数をいう。２月１日現在で飼養を休止し、又は中止している

場合でも、年間3,000羽以上を出荷した場合は、その飼養者の

出荷羽数を含めた。 

２月１日現在で飼養している鶏のうち、ふ化後３か月未満で

出荷予定の鶏の飼養羽数をいう。 

 

13 利用上の注意 

(1) 統計表に掲載した全国農業地域・地方農政局の区分は、次のとおりである。 

ア 全国農業地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地方農政局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 統計表に用いた記号は、次のとおりである。 

「0」 ：１～４頭を四捨五入したもの（例：４頭→０頭） 

なお、頭羽数については、(4)の「数値の四捨五入について」による。 

「－」：事実のないもの 

　　　所　　　属　　　都　　　道　　　府　　　県　　　名

　北海道

　青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

　新潟、富山、石川、福井

　茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

　岐阜、静岡、愛知、三重

　滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

　鳥取、島根、岡山、広島、山口

　徳島、香川、愛媛、高知

　福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

　沖縄

東 海

近 畿

中 国

九 州

沖 縄

全国農業地域名

北 海 道

東 北

北 陸

関 東 ・ 東 山

四 国

　　　所　　　属　　　都　　　道　　　府　　　県　　　名

　アの東北の所属都道府県と同じ。

　アの北陸の所属都道府県と同じ。

　茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野、静岡

　岐阜、愛知、三重

　アの近畿の所属都道府県と同じ。

　鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知

　アの九州の所属都道府県と同じ。

注：　東北農政局、北陸農政局、近畿農政局及び九州農政局の結果については、当該農業

　　地域の結果と同じであることから、統計表章はしていない。

九 州 農 政 局

北 陸 農 政 局

関 東 農 政 局

東 海 農 政 局

近 畿 農 政 局

中国四国農政局

地方農政局名

東 北 農 政 局
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「…」：事実不詳又は調査を欠くもの 

「‥」：未発表のもの 

「ｘ」：個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統計数値を公表

しないもの 

「nc」：計算不能 

 

(3) 秘匿措置について 

統計結果について、飼養戸数が２以下の場合には個人又は法人その他の団体に関す

る統計結果の秘密保護の観点から、当該結果を「ｘ」表示とする秘匿措置を施した。 

なお、全体（計）からの差引きにより、秘匿措置を施した当該結果が推定できる場

合には、本来秘匿措置を施す必要がない箇所についても「ｘ」表示としている。 

また、(4)により四捨五入をしている場合は、差引きによっても推定できないため、

秘匿措置を施す箇所のみ「ｘ」表示としている場合もある。 

 

(4) 数値の四捨五入について 

統計数値は、次の方法により四捨五入をしている。したがって、合計値と内訳の計

が一致しない場合がある。 

ア 戸数 

３桁以下の数値を原数表示することとし、４桁以上の数値については次の方法に

より四捨五入を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 頭数及び面積 

次の方法により四捨五入を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 羽数 

表示単位（千羽）未満の桁について四捨五入を行った。 

 

７桁以上
（100万）

６桁
（10万）

５桁
（万）

４桁
（1,000）

３桁
（100）

２桁
（10）

１桁
（１）

３桁 １桁

四捨五入する前
（原数）

1,234,567 123,456 12,345 1,234 123 12 1

四捨五入した数値
（統計数値）

1,235,000 123,500 12,300 1,230 123 12 1

例

原数

四捨五入する桁
（下から）

２桁 四捨五入しない

７桁以上
（100万）

６桁
（10万）

５桁
（万）

４桁
（1,000）

３桁
（100）

２桁
（10）

１桁
（１）

３桁

四捨五入する前
（原数）

1,234,567 123,456 12,345 1,234 123 12 1

四捨五入した数値
（統計数値）

1,235,000 123,500 12,300 1,230 120 10 0

四捨五入する桁
（下から）

２桁

例

１桁

原数
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(5) 豚、採卵鶏及びブロイラーに関する統計表の規模別、経営タイプ別、経営組織別戸

数及び頭羽数については、学校、試験場等の非営利的な飼養者を除いた。 

 

(6) 本統計の累年データは、農林水産省ホームページ「統計情報」の分野別分類「作付

面積・生産量、被害、家畜の頭数など」、品目別分類「畜産」の「畜産統計調査」で

御覧いただけます。 

なお、統計データ等に訂正等があった場合には、同ホームページに正誤表とともに

修正後の統計表を掲載します。 

https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/tikusan/index.html#r 

 

(7) この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「畜産統計」（農林水産省）

による旨を記載してください。 

 

14 お問合せ先 

農林水産省 大臣官房統計部 生産流通消費統計課 畜産・木材統計班 

電話：（代表）03-3502-8111（内線 3686） 

      （直通）03-3502-5665 

 

※ 本調査に関するご意見・ご要望は、上記問合せ先のほか、農林水産省ホームページ

で受け付けております。 

  https://www.contactus.maff.go.jp/j/form/tokei/kikaku/160815.html 


